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＜金融情勢の変化＞ ＜東京の強み＞

 膨大な国内資金需要や資金供給力、企業や事業の
集積を背景とした「実経済バック型」を志向

アジア、欧州
の情勢変動

グリーンファイ
ナンスへの注目

デジタライゼー
ションの進展

新型コロナ
ウイルスの蔓延

個人金融資産
約1,900兆円

GDP世界３位
多様な投資先

世界屈指の
東京証券取引所

都市総合力
世界３位

フィンテックの活用等による

金融のデジタライゼーション
資産運用業者をはじめとする多様な

金融関連プレーヤーの集積2 3

（１）フィンテック企業の誘致・創業・成長支援

・東京進出にかかる初期費用等を支援

・国内企業との交流促進によるビジネス機会創出

（２）資金の繋ぎ手のデジタル化促進

・デジタルで完結する事業環境の整備

・都出資ファンドを通じた新たなサービス創出の促進

（３）キャッシュレス化の推進

・都内のキャッシュレス比率向上に向けた施策展開

・ブロックチェーン等新たな技術の活用に向けた検討

（１）グリーンファイナンス市場の発展

・企業のＥＳＧの取組に関する情報ﾌ゚ﾗｯﾄﾌｫー ﾑ整備

・発行体に対する外部評価の取得費用支援

（２）ｸ゙ﾘー ﾝﾌｧｲﾅﾝｽにおける参加ﾌ゚ﾚー ﾔｰの裾野拡大

・中小企業向けグリーンローンの活性化

・つみたてＮＩＳＡ等を通じた個人投資家の取り込み

（３）環境施策・環境技術の情報発信とESG人材の育成

・脱炭素化に向けたプロジェクトの海外への発信

・サステナブルファイナンスを担う高度人材の誘致・育成

（１）資産運用業者等の誘致推進

・税制や規制の見直し等による、

魅力的なビジネス環境、生活環境整備

（２）資産運用業者の創業・成長支援

・新興資産運用業者育成プログラム（EMP）

の推進

（３）金融系人材の育成・金融リテラシーの向上

・大学と連携した高度人材育成プログラムの推進

・セミナー等を通じた都民の金融リテラシーの向上

Green Digital Player

国やFinCity.Tokyo(FCT)など関係者との連携により、各施策を強力に推進

Promotion

社会課題の解決に貢献する分厚い
金融市場の構築
TokyoGreenFinance Initiative (TGFI) の推進
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「国際金融都市・東京」構想２.０ エグゼクティブサマリー



【出典】参考①：日本証券業協会「SDGs債の発行状況」、参考②：環境省ホームページ「グリーンファイナンスポータル」

年度
機関投資家向け 個人向け

合計発行額
（参考①）

国内で公募された
グリーンボンド発行額

（参考②）
他自治体の発行例発行額 応募倍率 発行額

グリーン
ボンド

H29年度 100億円 4.1倍 100億円 200億円 660億円 ―

H30年度 100億円 4.3倍 100億円 200億円 2,363億円 ―

R1年度 100億円 6.9倍 100億円 200億円 5,650億円 ―

R2年度 200億円 8.0倍 100億円 300億円 7,754億円
長野県：50億円
神奈川県：50億円

R3年度 300億円 8.9倍 100億円 400億円 3,595億円
（6月起債分まで）

長野県：100億円
神奈川県:100億円
川崎市：50億円

ソーシャル
ボンド

R3年度 300億円※ 11.4倍 － 300億円※

グリーンファイナンスの推進に向けた取組

「東京グリーンボンド」の発行
・日本の自治体初となるグリーンボンドを発行し、自治体のESG債発行をリード

（令和３年度からは新たにソーシャルボンドも発行）

・国内ESG市場の活性化と金融分野からのSDGs実現を東京都が強力に後押し

※R３年１１月時点の発行額（R3年度内に追加発行の予定）



〇 令和３年10月より募集開始

〇 環境省補助金
（原則補助率10分の７）
と合わせ、発行支援に係る
経費の自己負担は10分の1

グリーンファイナンスの推進に向けた取組

「グリーンボンド発行体への支援」
グリーンボンド等を発行しようとする事業者等に対し、

経費の一部を補助金で支援



グリーンファイナンスの推進に向けた取組

「サステナブルエネルギーファンドの創設」

プロジェクト内容

クリーンエネルギー拠点

サステナブル
エネルギー
ファンド

都出資１０億円（最大）

投融資

東京都

民間

再生可能エネルギー発電所

(例)

(例)

官民連携ファンドのスキームを用いて、再生可能エネルギー発電所や

クリーンエネルギー拠点等の整備を推進

運営事業者（無限責任組合員）

【予定】 令和3年12月頃：運営事業者選定 → 令和4年2月頃：ファンド契約の締結（創設）



グリーンファイナンスの推進に向けた取組

グリーンファイナンスを担う金融系外国企業を支援

 人件費

 人材採用経費

 オフィス賃料

 器具設備購入費用

 専門機関コンサルティング費用

対象経費

グリーンファイナンスを担う金融系外国企業が、東京で事業をスタート
する際に必要な新たな投資に対して、重点的・集中的に支援

 初年度最大5,000万円

 補助率10/10 ※

 補助は原則４年間※

※補助率は段階的に逓減

補助規模

【令和３年度スケジュール（予定）】
令和３年１２月 支援対象企業選定 → 令和３年１２月下旬 支援開始


